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出典：Bulletin de l’alliance nationale pour l’accroisement de la population française（1967年3月・4月合






































































手引』37 は翌 61 年に第 2版，1965 年には第 3版が出されている。「フランス人口増加連合」の機
関誌では同書の広告が度々出され，「ニュヴィルト法」制定前の 1966 年，さらには 70 年代に入っ
















　第三に，移民の問題である。1946 年におけるフランスの総人口約 40,500,000 人のうち，移民が
約 5,500,000 万人いること 42，また，移民が「不完全な混合」を起しているという論述がみられる
43。低出生率は人口密度を低くし，フランス国土が空疎（vide）な状態となり，これは外国人の「侵



















7 月 31 日法」）の堕胎に関する条項の修正をもたらさなかったため，1960 年代末から「フランス家








11 月 26 日の議会報告において年間約 300,000 人の女性が非合法で「闇の堕胎」を受けている現状
に終止符を打つ必要性を論じている 52。
　1974 年 11 月 28 日に「ヴェイユ法」が成立し（翌 1975 年 1 月 17 日官報掲載），一定の条件下に









① 問題とされる堕胎 無署名 1972 年 8 月 -12 月合併号
② 真の問題，誤った問題 Felgines…M. 1973 年 1 月・2月合併号
③ 堕胎について：法をよく理解すること 無署名 　　　　　　〃
④ 堕胎に関する立場 無署名 1973 年 3 月・4月合併号
⑤ 堕胎の人口動態的側面 無署名 1974 年 1 月・2月合併号
⑥ 誘発される堕胎の重大さ 無署名 　　　　　　〃
⑦ 現下の問題に関する省察 Felgines…M. 1974 年 3 月・4月合併号
⑧ 堕胎 無署名 1975 年 1 月・2月合併号
⑨ 現在の問題 Felgines…M. 1975 年 3 月・4月合併号
⑩ 堕胎について：自由化と解放 Felgines…M. 1977 年 1 月・2月合併号
⑪ 1976 年における妊娠中絶 無署名 1979 年 5-7 月合併号
⑫ 堕胎をめぐる議論：間違った自由化から真の解放へ Felgines…M. 　　　　　　〃
出典：Bulletin de l’alliance nationale pour l’accroisement de la population française（1972 年 8 月 -12 月
合併号～ 1979 年 5 月 -7 月合併号）
　表 2に示した②⑦⑨⑩⑫の記事を執筆したマルセル・フェルジーヌ（Marcel…Felgines, 生没年不
詳）は，1967 年の「ニュヴィルト法」の制定前後の時期から「フランス人口増加連合」の中心的





















で 57，むしろ「家族の習俗（les…moeurs… familiales）」58 を重視する観点から妊娠中絶の多発を危惧
し，その予防の必要性を論じている。また，フェルジーヌは子ども 3人以上の多子家族（familles…
nombreuses）の重要性にも言及している 59。



















































































1 “Loi reprimant la provocation à l’avortement et à la propagande anticonceptionnelle”, 原文は Journal Officiel de la 
République Française（1920 年 8 月 1 日）p.10934.
2 “Loi n°67-1176 du 28 décembre 1967 relative à la régulation des naissances et abrogeant les articles L.648 et 
L.649 du code de la santé publique”, 原文は Journal Officiel de la République Française（1967 年 12 月 29 日）
pp.12861-12862.
3 “Loi no75-17 du 17 janvier 1975 relative à l’interruption volontaire de la grossesse”, 原文は Journal Officiel de la 
République Française,1975,pp.739-741.




ヴィルト法」（1967 年）の成立を手がかりとして――」『地域学論集（鳥取大学地域学部紀要）』第 6 巻
第 3 号，2010 年 3 月，271-281 頁。本稿は上記の拙稿の続編としての性格を有するが，①「ニュヴィル
ト法」成立への「フランス人口増加連合」の反応の考察を行う点，② 1960 年代だけでなく 1970 年代ま
で検討時期を広げる点，において前稿とは異なるアプローチを行うものである。
5 1896 年に設立された運動団体であり，正式な団体名を「フランス人口増加のための国民連合（Alliance 
nationale pour l’accroissement de la population française）」という。1937 年に団体名を「人口減退阻止国民




6「人口問題教育」は，第三共和政（1870-1940）末期 1939 年に制定された「家族法典」の第 142 条に規定され，
1956 年に制定された「家族および社会扶助法典」第 38 条を経て現行の「教育法典」L.312-14 条に「人
口問題教育は，統計的側面においても，また，道徳的・家族的問題との関係においても義務的なもの
であり，初等・中等段階の教育課程に含まれる。」と規定されている。原文は，Durand-Prinborgne,C. et 
Legrand,A.（éd.）Code de l’éducation,édition 2006,Litec,p.128.
河合　務：1960・70年代フランスの出産奨励運動と「人口問題教育」 249
7 Donzelot,J.,La police des familles.Les editions de minuit,1977, 特に pp..171-180（宇波彰訳『家族に介入する
社会』新曜社，1991 年，223-235 頁。
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評価学会紀要』第 20 号（近刊）。
11「フランス家族計画運動」は 1956 年にラグルア・ウェイユ・アレ（Lagroua Weill-Hallé）によって設立さ
れた団体であり，「1920 年 7 月 31 日法」の改定を目指した運動を展開した。「フランスの人口・家族政策」
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前掲拙稿「戦後フランスの出産奨励運動をめぐる状況変化に関する考察」272 頁，参照。
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